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イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
時
・

取
消
し
時
の

消
費
税
の
取
扱
い

イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
・
取
消
し
と

納
税
義
務

⑴�　
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
時
の
課
税
期
間

　

免
税
事
業
者
が
適
格
請
求
書
発
行
事

業
者
（
以
下
「
イ
ン
ボ
イ
ス
事
業
者
」）

に
登
録
す
る
た
め
に
は
、
原
則
と
し

て
、「
消
費
税
課
税
事
業
者
選
択
届
出

書
」（
以
下
「
選
択
届
出
書
」）
と
「
適

格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
申
請

書
」（
以
下
「
登
録
申
請
書
」）
の
両
方

の
提
出
が
必
要
で
す
。

　

選
択
届
出
書
の
効
力
は
、
そ
の
提
出

日
の
属
す
る
課
税
期
間
の
翌
課
税
期
間

に
効
力
が
生
じ
る
た
め
、
イ
ン
ボ
イ
ス

事
業
者
の
登
録
も
、
原
則
と
し
て
課
税

者
に
登
録
す
る
場
合
は
、
登
録
希
望
日

か
ら
（
す
な
わ
ち
課
税
期
間
の
途
中
か

ら
）
登
録
で
き
る
６
年
間
の
経
過
措
置

（
以
下
「
登
録
に
関
す
る
経
過
措
置
」）

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
経
過
措
置
に
よ
り
、
選
択
届
出

書
を
提
出
す
る
こ
と
な
く
、
登
録
申
請

書
の
提
出
の
み
で
イ
ン
ボ
イ
ス
事
業
者

に
登
録
で
き
ま
す
。

　

こ
の
と
き
、
登
録
申
請
書
に
は
、
申

請
書
の
提
出
日
か
ら
15
日
を
経
過
す
る

日
以
後
の
日
を
「
登
録
希
望
日
」
と
し

て
記
載
し
ま
す
。

　

課
税
期
間
の
途
中
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス

事
業
者
に
登
録
し
た
場
合
に
は
、
そ
の

登
録
日
か
ら
そ
の
課
税
期
間
の
末
日
ま

で
の
期
間
に
行
な
っ
た
課
税
資
産
の
譲

渡
等
お
よ
び
課
税
仕
入
れ
等
を
基
礎
と

し
て
、
消
費
税
の
申
告
書
を
作
成
す
る

こ
と
と
な
り
ま
す
。

⑶　
登
録
の
取
消
し
時
の
課
税
期
間

　

イ
ン
ボ
イ
ス
事
業
者
に
は
、
事
業
者

免
税
点
制
度
が
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
し

た
が
っ
て
、
イ
ン
ボ
イ
ス
事
業
者
は
、

た
と
え
基
準
期
間
に
お
け
る
課
税
売
上

高
が
１
０
０
０
万
円
以
下
に
な
っ
た
場

合
で
も
、「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

の
取
消
し
を
求
め
る
旨
の
届
出
書
」

（
以
下
「
取
消
届
出
書
」）
の
提
出
に
よ

り
登
録
の
効
力
が
失
効
し
な
い
限
り
、

課
税
事
業
者
と
し
て
消
費
税
の
申
告
義

期
間
を
単
位
と
し
て
行
な
う
こ
と
と
な

り
ま
す
。

　

ま
た
、
登
録
申
請
書
は
、
課
税
期
間

の
初
日
か
ら
起
算
し
て
15
日
前
の
日

（
２
週
間
前
の
日
の
前
日
）
ま
で
に
提

出
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
（
図
表

１
）。

　

こ
れ
は
「
期
限
の
定
め
」
で
あ
り
、

国
税
通
則
法
10
条
２
項
が
適
用
さ
れ
る

た
め
、
期
限
で
あ
る
「
15
日
前
の
日
」

が
土
日
祝
日
に
該
当
す
る
場
合
は
そ
の

翌
日
が
提
出
期
限
に
な
り
ま
す
。

⑵�　
免
税
事
業
者
に
係
る
経
過
措
置

　

免
税
事
業
者
が
令
和
５
年
10
月
１
日

か
ら
令
和
11
年
９
月
30
日
ま
で
の
日
の

属
す
る
課
税
期
間
に
イ
ン
ボ
イ
ス
事
業

務
が
あ
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
注
意
す
べ
き
は
、
登
録
時
に

選
択
届
出
書
を
提
出
し
た
事
業
者
は
、

取
消
届
出
書
を
提
出
し
て
も
、「
消
費

税
課
税
事
業
者
選
択
不
適
用
届
出
書
」

（
以
下
「
不
適
用
届
出
書
」）
を
提
出
し

な
い
か
ぎ
り
、
免
税
事
業
者
に
な
れ
な

い
点
で
す
。

　

つ
ま
り
、
選
択
届
出
書
と
登
録
申
請

書
の
両
方
を
提
出
し
て
い
る
事
業
者
は

二
重
に
ロ
ッ
ク
さ
れ
た
状
態
に
な
っ
て

お
り
、
免
税
事
業
者
に
な
る
た
め
に

は
、
不
適
用
届
出
書
と
取
消
届
出
書
の

両
方
を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
と
い
う

こ
と
で
す
。

　

な
お
、
登
録
に
関
す
る
経
過
措
置
に

よ
り
登
録
を
受
け
た
免
税
事
業
者
は
、

選
択
届
出
書
を
提
出
す
る
こ
と
な
く
イ

ン
ボ
イ
ス
事
業
者
に
登
録
で
き
る
た

め
、
取
消
届
出
書
の
提
出
の
み
で
免
税

事
業
者
に
な
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

イ
ン
ボ
イ
ス
事
業
者
が
翌
課
税
期
間

か
ら
登
録
を
取
り
消
そ
う
と
す
る
場
合

は
、
翌
課
税
期
間
の
初
日
か
ら
起
算
し

て
15
日
前
の
日
（
２
週
間
前
の
日
の
前

日
）
ま
で
に
取
消
届
出
書
を
提
出
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
つ
ま
り
、
イ
ン

ボ
イ
ス
事
業
者
は
、
課
税
期
間
の
途
中

で
登
録
を
取
り
消
す
こ
と
は
で
き
ず
、

登
録
の
取
消
し
は
、
課
税
期
間
単
位
で

行
な
う
こ
と
と
な
り
ま
す
。

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始
か
ら
約
１
年
。
こ
れ
か
ら
登
録
予
定

の
事
業
者
や
、
登
録
取
消
し
を
検
討
す
る
事
業
者
が
散
見
さ

れ
ま
す
。
本
稿
で
は
、
経
理
担
当
者
が
押
さ
え
て
お
き
た
い

イ
ン
ボ
イ
ス
事
業
者
の
登
録
・
取
消
し
に
関
す
る
消
費
税
の

取
扱
い
に
つ
い
て
解
説
し
ま
す
。

武田　紀仁

たけだ税理士事務所
税理士
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こ
の
取
扱
い
に
よ
り
、
仕
入
れ
等
を

行
な
う
事
業
者
が
、
安
定
し
て
イ
ン
ボ

イ
ス
を
確
保
で
き
る
よ
う
配
慮
さ
れ
て

い
る
の
で
す
。

　

ま
た
、
取
消
届
出
書
に
つ
い
て
は
、

「
効
力
を
失
う
」
と
い
う
規
定
ぶ
り
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
期
限
を
定
め
る
も
の

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
し
た
が
っ
て
、
国

税
通
則
法
10
条
２
項
の
適
用
は
な
く
、

提
出
期
限
で
あ
る
「
15
日
前
の
日
」
が

土
日
祝
日
に
該
当
す
る
場
合
で
あ
っ
て

も
、
提
出
期
限
が
そ
の
直
後
の
平
日
に

延
長
さ
れ
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

提
出
日
が
１
日
で
も
遅
れ
る
と
、
取

消
日
は
１
年
先
に
な
っ
て
し
ま
う
た

め
、
注
意
が
必
要
で
す
（
図
表
２
）。

イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
・
取
消
し
と

税
額
計
算

⑴�　
取
引
先
が
課
税
期
間
の
途
中
で
登

録
し
た
場
合

　

イ
ン
ボ
イ
ス
事
業
者
に
登
録
し
た
場

合
、
そ
の
登
録
の
効
力
は
登
録
日
か
ら

発
生
し
ま
す
。

　

消
費
税
の
納
税
額
の
計
算
に
あ
た

っ
て
は
、
取
引
先
の
登
録
日
を
考
慮

す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
国
税
庁

「
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
適
格
請
求
書
発

行
事
業
者
公
表
サ
イ
ト
」
や
会
計
ソ

フ
ト
等
に
付
随
す
る
機
能
な
ど
を
利

用
し
て
、
取
引
先
か
ら
通
知
さ
れ
た

登
録
番
号
が
「
登
録
さ
れ
て
い
る

か
」
だ
け
で
な
く
、「
い
つ
登
録
さ

れ
た
か
」
を
確
認
す
る
こ
と
も
重
要

な
業
務
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
登
録
か
ら
登
録
通
知
ま
で

の
タ
イ
ム
ラ
グ
が
問
題
に
な
る
こ
と

が
あ
り
ま
す
。

　

登
録
申
請
書
を
提
出
す
る
と
、
ま

ず
登
録
の
審
査
が
行
な
わ
れ
、
登
録

完
了
後
に
税
務
署
か
ら
申
請
者
に
対

し
て
登
録
番
号
が
通
知
さ
れ
ま
す
。

法
人
の
登
録
番
号
は
法
人
番
号
が
ベ

ー
ス
と
な
り
ま
す
が
、
個
人
事
業
者

の
場
合
は
、
登
録
さ
れ
て
も
税
務
署

か
ら
通
知
が
く
る
ま
で
は
登
録
番
号

が
わ
か
ら
ず
、
イ
ン
ボ
イ
ス
を
交
付

で
き
ま
せ
ん
。

　

そ
こ
で
、
登
録
日
か
ら
登
録
通
知
ま

で
の
間
に
交
付
し
た
請
求
書
等
に
つ
い

て
、
税
務
署
の
通
知
後
に
登
録
番
号
を

請
求
書
等
の
交
付
先
に
書
面
や
メ
ー
ル

等
で
通
知
す
れ
ば
、
通
知
前
に
交
付
し

た
請
求
書
等
は
イ
ン
ボ
イ
ス
と
し
て
の

効
力
を
有
す
る
こ
と
に
な
る
取
扱
い
が

設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

後
か
ら
通
知
す
る
書
面
等
の
内
容

は
、
す
で
に
交
付
し
た
請
求
書
等
と
の

関
連
が
明
確
で
あ
り
、
イ
ン
ボ
イ
ス
の

法
的
記
載
事
項
を
適
正
に
認
識
で
き
る

も
の
に
限
ら
れ
ま
す
。

⑵�　
取
引
先
が
登
録
を
取
り
消
し
た
場

合
の
経
過
措
置

　

取
引
先
が
登
録
を
取
り
消
し
た
場

合
、
取
引
先
か
ら
取
消
日
以
降
に
交
付

さ
れ
た
請
求
書
等
は
イ
ン
ボ
イ
ス
と
し

て
の
効
力
を
失
う
た
め
、
そ
の
課
税
仕

入
れ
に
係
る
消
費
税
額
は
、
原
則
と
し

て
、
仕
入
税
額
控
除
の
対
象
に
な
り
ま

せ
ん
。

　

し
か
し
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始
後

一
定
期
間
は
、
非
登
録
事
業
者
（
免
税

事
業
者
や
課
税
事
業
者
で
イ
ン
ボ
イ
ス

事
業
者
に
登
録
し
て
い
な
い
者
）
か
ら

の
課
税
仕
入
れ
に
つ
い
て
、
経
過
措
置

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
経
過
措

置
は
、
イ
ン
ボ
イ
ス
の
要
件
を
満
た
し

て
い
な
い
請
求
書
等
を
受
領
し
た
場
合

図表１　インボイス事業者の登録申請書の提出期限
令和７年４月１日（火曜日）に登録する場合 ＊翌課税期間の初日が令和７年４月１日（火曜日）の場合

令和７年３月17日
（月曜日）

令和７年３月25日
（火曜日）

令和７年４月１日
（火曜日）

当課税期間 翌課税期間

登録申請書の提出 登録

図表２　インボイス事業者の取消届出書の提出期限
個人事業者の例（課税期間：1月1日〜12月31日）

12月17日 1月1日 1月1日

当課税期間 翌課税期間 翌々課税期間

②取消届出書の提出
（12月18日以降） 免税事業者

①取消届出書の提出
（12月17日まで） 免税事業者

翌課税期間の初日（１月１日）に登録が失効し、翌課
税期間の初日（１月１日）から免税事業者になる

翌々課税期間の初日（１月１日）に登録が失効し、翌々
課税期間の初日（１月１日）から免税事業者になる

２週間前の日の前日（火曜日が課税期間の初日である場合は２週間前の月曜日）ま
でに提出　※２週間前の日の前日が土日祝日の場合は、その直後の平日が提出期限
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で
も
、
従
来
の
区
分
記
載
請
求
書
等
保

存
方
式
に
お
い
て
仕
入
税
額
控
除
の
対

象
と
な
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
一
定
割
合

（
50
～
80
％
の
範
囲
）
で
仕
入
税
額
控

除
を
認
め
る
と
い
う
も
の
で
す
。

め
、
登
録
に
関
す
る
経
過
措
置
に
よ
り

登
録
申
請
書
の
み
で
課
税
転
換
し
た
場

合
で
も
、
登
録
日
か
ら
２
年
を
経
過
す

る
日
の
属
す
る
課
税
期
間
の
末
日
ま
で

は
、
納
税
義
務
が
免
除
さ
れ
な
い
こ
と

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
令
和
５
年
10
月
１
日
の
属

す
る
課
税
期
間
に
登
録
し
た
場
合
は
、

２
年
縛
り
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

と
こ
ろ
で
、
２
年
縛
り
の
期
間
は
、

登
録
日
か
ら
起
算
し
て
２
年
を
経
過
す

る
日
の
属
す
る
課
税
期
間
ま
で
で
す
。

そ
の
た
め
、
課
税
期
間
の
途
中
で
登
録

し
た
場
合
、
縛
り
の
期
間
は
２
年
よ
り

も
長
く
な
り
ま
す
。

　

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
課
税
期
間
を

短
縮
す
る
特
例
の
利
用
に
よ
る
対
応
も

考
え
ら
れ
ま
す
が
、
課
税
期
間
を
短
縮

し
た
期
間
は
、
い
わ
ゆ
る
「
２
割
特

例
」
を
適
用
で
き
な
い
た
め
注
意
が
必

要
で
す
。

⑵　
「
３
年
縛
り
」
に
お
け
る
留
意
点

　

登
録
時
に
選
択
届
出
書
を
提
出
し
た

事
業
者
が
調
整
対
象
固
定
資
産
の
仕
入

れ
等
を
し
た
場
合
は
、
そ
の
課
税
期
間

の
初
日
か
ら
３
年
を
経
過
す
る
日
の
属

す
る
課
税
期
間
の
初
日
以
後
で
な
け
れ

ば
、
不
適
用
届
出
書
を
提
出
す
る
こ
と

は
で
き
ま
せ
ん
（
い
わ
ゆ
る
「
３
年
縛

り
」）。
調
整
対
象
固
定
資
産
と
は
、
一

の
取
引
単
位
に
つ
き
、
課
税
仕
入
れ
等

　

こ
の
経
過
措
置
を
利
用
で
き
る
期
間

は
、
令
和
５
年
10
月
１
日
か
ら
令
和
11

年
９
月
30
日
ま
で
の
６
年
間
で
す
。
経

過
措
置
終
了
後
は
、
非
登
録
事
業
者
か

ら
の
課
税
仕
入
れ
に
つ
い
て
、
原
則
と

し
て
、
全
額
仕
入
税
額
控
除
の
対
象
に

で
き
な
く
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
令
和
６
年
度
税
制
改
正
に
よ

り
、
こ
の
経
過
措
置
の
見
直
し
が
行
な

わ
れ
て
い
ま
す
。
一
の
非
登
録
事
業
者

か
ら
の
課
税
仕
入
れ
の
合
計
額
が
、
そ

の
事
業
年
度
で
税
込
10
億
円
を
超
え
る

場
合
、
そ
の
超
え
た
部
分
の
課
税
仕
入

れ
に
つ
い
て
、
こ
の
経
過
措
置
が
適
用

で
き
な
い
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

２
年
縛
り
と
３
年
縛
り
に

関
す
る
留
意
点

⑴�　
「
２
年
縛
り
」
に
お
け
る
留
意
点

　

選
択
届
出
書
を
提
出
し
た
場
合
は
、

不
適
用
届
出
書
の
提
出
の
制
限
に
よ

り
、
少
な
く
と
も
２
年
間
は
納
税
義
務

継
続
の
縛
り
が
あ
り
ま
す
。
い
わ
ゆ
る

「
２
年
縛
り
」
で
す
。

　

本
来
な
ら
、
登
録
に
関
す
る
経
過
措

置
に
よ
り
、
免
税
事
業
者
が
選
択
届
出

書
を
提
出
せ
ず
に
登
録
申
請
書
の
み
で

イ
ン
ボ
イ
ス
事
業
者
と
な
っ
た
場
合

は
、
２
年
縛
り
の
対
象
に
な
り
ま
せ

ん
。
し
か
し
、
選
択
届
出
書
を
提
出
し

た
事
業
者
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
と
る
た

に
係
る
税
抜
き
金
額
が
１
０
０
万
円
以

上
の
建
物
、
機
械
装
置
、
車
両
な
ど
の

資
産
（
棚
卸
資
産
は
含
ま
れ
ま
せ
ん
）

で
す
。

　

な
お
、
登
録
に
関
す
る
経
過
措
置
に

よ
り
登
録
申
請
書
の
み
で
課
税
転
換
し

た
場
合
は
、
選
択
届
出
書
の
提
出
と
い

う
要
件
に
欠
け
る
た
め
、
３
年
縛
り
の

適
用
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

一
方
、
課
税
事
業
者
が
高
額
特
定
資

産
（
一
の
取
引
単
位
に
つ
き
、
課
税
仕

入
れ
等
に
係
る
税
抜
き
金
額
等
が
１
０

０
０
万
円
以
上
の
棚
卸
資
産
ま
た
は
調

整
対
象
固
定
資
産
）
の
仕
入
れ
等
を
し

た
場
合
は
、
そ
の
仕
入
れ
等
の
日
の
属

す
る
課
税
期
間
の
初
日
以
後
３
年
を
経

過
す
る
日
の
属
す
る
課
税
期
間
ま
で
の

各
課
税
期
間
に
お
い
て
、
事
業
者
免
税

点
制
度
が
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

こ
ち
ら
の
３
年
縛
り
は
選
択
届
出
書

の
提
出
が
前
提
と
な
っ
て
い
な
い
た

め
、
登
録
に
関
す
る
経
過
措
置
に
よ
り

登
録
申
請
書
の
提
出
の
み
で
課
税
転
換

し
た
場
合
も
適
用
さ
れ
ま
す
。

＊
　
＊
　
＊

　

イ
ン
ボ
イ
ス
の
登
録
と
取
消
し
と
で

は
、
土
日
祝
日
に
該
当
す
る
場
合
の
期

限
の
考
え
方
が
異
な
り
ま
す
（
図
表

３
）。
１
日
で
も
遅
れ
る
と
、
取
消
日

が
１
年
間
後
ろ
倒
し
に
な
る
た
め
注
意

が
必
要
で
す
。　
　
　
　
　
　
　
　

た
け
だ
　
の
り
と　

税
理
士
。
ク
リ
エ
イ
タ
ー
や
文
化
芸
術
団
体
支
援
の
た
め
の
税
理
士
事
務
所
を
設
立
。
ま
た
、
大
学
教
員
と
し
て

財
務
会
計
論
、簿
記
論
、租
税
法
実
務
な
ど
も
担
当
。
非
営
利
組
織
体
の
会
計
と
情
報
開
示
な
ど
に
関
す
る
実
証
研
究
も
行
な
っ
て
い
る
。

図表３　免税事業者のインボイス事業者への登録・取消し時の要件

（注）�　選択届出書を提出している事業者の場合、インボイス事業者の登録の効力が失われた後の課税期間について、基準期間の課税売上高が
1,000万円以下であるなどの理由により事業者免税点制度の適用を受ける（免税事業者となる）ためには、適用を受けようとする課税期間の
初日の前日までに不適用届出書を提出する必要がある

令和５年10月１日〜令和11年９月30日まで
の日の属する課税期間 左記以後

登
録

提出書類 登録申請書 登録申請書、選択届出書

提出期限
登録申請書については登録希望日（提出日か
ら15日以後の登録を受ける日として希望する
日）を記載して提出

登録申請書は課税期間の初日から起算して
15日前の日（土日祝日の場合はその直後の平
日）、選択届出書は課税期間の初日の前日

取
消
し

提出書類 取消届出書（注） 取消届出書（注）、不適用届出書

提出期限 取消届出書については、取り消したい課税期間の初日から起算して15日前の日
（期限が土日祝日の場合でも、その直後の平日に期限が延長されない）
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